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論壇
1

組
織
再
編
税
制
に
つ
い
て

平
成
13
年
度
税
制
改
正
に
よ

り
組
織
再
編
税
制
が
導
入
さ

れ
、
経
済
的
効
果
が
同
じ
行
為

で
あ
っ
て
も
そ
の
取
引
手
法
の

違
い
に
よ
り
法
人
税
の
所
得
金

額
の
計
算
が
異
な
る
こ
と
が
明

確
化
さ
れ
て
い
る
。
具
体
的
に

は
税
制
適
格
要
件
を
満
た
し
た

適
格
合
併
や
適
格
分
割
型
分
割

で
は
、
被
合
併
法
人
又
は
分
割

法
人
か
ら
合
併
法
人
又
は
分
割

承
継
法
人
へ
の
移
転
資
産
又
は

移
転
負
債
（
移
転
資
産
等
）
の

移
転
は
簿
価
引
継
と
さ
れ
法
人

税
の
所
得
金
額
の
計
算
に
お
い

て
譲
渡
損
益
は
発
生
し
な
い
こ

と
に
な
り
、
消
費
税
法
で
は
合

併
又
は
会
社
分
割
は
包
括
承
継

で
あ
る
こ
と
か
ら
、
被
合
併
法

人
又
は
分
割
法
人
か
ら
合
併
法

人
又
は
分
割
承
継
法
人
へ
の
移

転
資
産
等
の
移
転
は
課
税
資
産

の
譲
渡
等
に
該
当
し
な
い
こ
と

に
な
る
。

ま
た
、
法
人
税
法
の
税
制
適

格
要
件
を
満
た
さ
な
い
非
適
格

合
併
又
は
非
適
格
分
割
型
分
割

は
、
被
合
併
法
人
又
は
分
割
法

人
か
ら
合
併
法
人
又
は
分
割
承

継
法
人
へ
の
移
転
資
産
等
の
移

転
は
時
価
譲
渡
と
さ
れ
法
人
税

の
所
得
金
額
の
計
算
に
お
い
て

譲
渡
損
益
が
計
上
さ
れ
る
こ
と

に
な
る
が
、
合
併
又
は
会
社
分

割
は
包
括
承
継
で
あ
る
た
め
税

制
非
適
格
で
あ
っ
て
も
上
記
と

同
様
に
消
費
税
法
の
課
税
資
産

の
譲
渡
等
に
は
該
当
し
な
い
。

一
方
で
、
分
社
型
分
割
と
現

物
出
資
で
は
分
割
法
人
又
は
現

物
出
資
法
人
か
ら
分
割
承
継
法

人
又
は
被
現
物
出
資
法
人
へ
の

移
転
資
産
等
の
移
転
に
つ
い
て

は
、
税
制
適
格
要
件
を
満
た
せ

ば
簿
価
譲
渡
と
さ
れ
法
人
税
の

所
得
金
額
の
計
算
に
お
け
る
譲

渡
損
益
は
0
に
な
り
、
税
制
適

格
要
件
を
満
た
さ
な
い
場
合
に

は
時
価
譲
渡
と
し
て
移
転
資
産

等
の
譲
渡
損
益
が
計
上
さ
れ
る

が
、
分
社
型
分
割
は
会
社
分
割

で
あ
り
包
括
承
継
で
あ
る
こ
と

か
ら
税
制
適
格
か
税
制
非
適
格

に
関
わ
ら
ず
移
転
資
産
等
の
移

転
は
消
費
税
法
の
課
税
資
産
の

譲
渡
等
に
該
当
し
な
い
こ
と
と

な
り
、
現
物
出
資
は
税
制
適
格

か
税
制
非
適
格
に
関
わ
ら
ず
消

費
税
法
施
行
令
第
2
条
第
1
項

2
号
の
金
銭
以
外
の
資
産
の
出

資
と
し
て
対
価
を
得
て
行
わ
れ

る
資
産
の
譲
渡
と
し
て
課
税
資

産
の
譲
渡
等
に
該
当
す
る
こ
と

に
な
る
。

し
た
が
っ
て
、
分
社
型
分
割

と
現
物
出
資
は
移
転
資
産
等
の

移
転
に
お
け
る
法
人
税
の
所
得

金
額
の
計
算
に
お
い
て
は
、
税

制
適
格
か
税
制
非
適
格
か
で
譲

渡
損
益
の
計
上
に
違
い
が
生
じ

る
が
、
消
費
税
法
で
は
分
社
型

分
割
は
包
括
承
継
と
し
て
課
税

資
産
の
譲
渡
等
に
該
当
せ
ず
、

現
物
出
資
は
課
税
資
産
の
譲
渡

等
と
し
て
現
物
出
資
法
人
に
課

税
売
上
が
生
じ
る
こ
と
に
な
る

た
め
消
費
税
等
の
納
付
額
の
計

算
に
お
い
て
は
差
異
が
生
じ
る

こ
と
に
な
る
。

2

現
物
出
資
に
係
る
消
費
税
法
の
取
扱
い

会
社
分
割
の
場
合
は
、
分
割

法
人
か
ら
分
割
承
継
法
人
へ
の

移
転
資
産
等
の
移
転
は
包
括
承

継
と
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
法
人

税
法
に
お
け
る
税
制
適
格
又
は

税
制
非
適
格
に
関
わ
ら
ず
消
費

税
の
課
税
資
産
の
譲
渡
等
に
該

当
し
な
い
こ
と
か
ら
、
現
物
出

資
を
行
っ
た
場
合
に
お
け
る
消

費
税
の
課
税
標
準
に
つ
い
て
検

討
し
て
み
る
。

現
物
出
資
に
お
け
る
消
費
税

の
課
税
標
準
は
、
現
物
出
資
に

よ
り
交
付
を
受
け
た
被
現
物
出

資
法
人
株
式
の
取
得
時
に
お
け

る
時
価
評
価
額
に
つ
き
、
課
税

資
産
の
譲
渡
の
対
価
の
額
と
非

課
税
資
産
の
譲
渡
の
対
価
の
額

と
に
合
理
的
に
区
分
さ
れ
て
い

な
い
場
合
に
は
、
そ
の
時
価
評

価
額
に
課
税
資
産
及
び
非
課
税

資
産
の
時
価
相
当
額
の
合
計
額

の
う
ち
に
課
税
資
産
の
占
め
る

割
合
を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額

と
な
る
（
消
法
28
①
、
消
令
45

②
三
③
）
と
規
定
さ
れ
て
い

る
。

し
た
が
っ
て
、
資
産
だ
け
を

現
物
出
資
の
対
象
と
し
た
場
合

と
比
較
し
て
資
産
及
び
負
債
を

現
物
出
資
の
対
象
と
し
た
場
合

に
は
現
物
出
資
の
対
価
と
し
て

交
付
を
受
け
る
被
現
物
出
資
法

人
株
式
の
時
価
評
価
額
が
下
が

る
た
め
課
税
資
産
の
課
税
標
準

の
計
算
に
影
響
が
生
じ
る
こ
と

に
な
る
。

3

現
物
出
資
に
係
る
消
費
税
の
課
税
標

準
の
計
算

こ
こ
で
は
、
国
税
庁
の
質
疑

応
答
事
例
の
『
現
物
出
資
の
場

合
の
課
税
標
準
』（
注
1
）
で

確
認
し
て
み
る
。
照
会
事
例
と

し
て
、
現
物
出
資
す
る
資
産
と

し
て
土
地
（
時
価
）
1
0
0
と

建
物
（
時
価
）
60
の
合
計
1
6

0
及
び
負
債
と
し
て
借
入
金
60

が
あ
る
こ
と
か
ら
移
転
純
資
産

価
額
1
0
0
と
な
り
、
交
付
を

受
け
る
被
現
物
出
資
法
人
株
式

の
時
価
1
0
0
と
一
致
し
て
お

り
、
消
費
税
の
課
税
標
準
の
計

算
は
、
取
得
し
た
被
現
物
出
資

法
人
株
式
の
時
価
（
1
0
0
）

×
建
物
時
価
（
60
）
／
〔
土
地

時
価
（
1
0
0
）
＋
建
物
時
価

（
60
）〕
＝
37
・
5
と
さ
れ
て

い
る
。

な
お
、
消
費
税
等
相
当
額
に

つ
い
て
は
記
載
さ
れ
て
い
な
い

が
、
消
費
税
の
課
税
標
準
が
37

・
5
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
37
・

5
×
10
％
＝
3
・
75
の
消
費
税

相
当
額
は
被
現
物
出
資
法
人
か

ら
現
物
出
資
法
人
に
対
し
て
別

途
精
算
す
る
こ
と
と
な
る
と
考

え
る
。
こ
の
消
費
税
相
当
額
の

金
銭
3
・
75
を
被
現
物
出
資
法

人
か
ら
現
物
出
資
法
人
へ
交
付

し
た
と
し
て
も
、
現
物
出
資
の

対
価
と
し
て
交
付
し
た
も
の
で

は
な
く
、
現
物
出
資
が
消
費
税

の
課
税
対
象
と
な
る
こ
と
か
ら

消
費
税
等
相
当
額
を
精
算
し
た

も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
適
格

現
物
出
資
の
金
銭
不
交
付
要
件

を
満
た
す
も
の
と
考
え
ら
れ
て

い
る
（
注
2
）。

4

借
入
金
を
現
物
出
資
し
な
か
っ
た
場

合
の
課
税
標
準
の
計
算

上
記
の
質
疑
応
答
事
例
で
仮

に
借
入
金
60
を
現
物
出
資
の
対

象
と
し
な
け
れ
ば
、
課
税
資
産

で
あ
る
建
物
60
と
非
課
税
資
産

で
あ
る
土
地
1
0
0
と
を
一
括

し
て
現
物
出
資
し
、
そ
の
現
物

出
資
の
対
価
と
し
て
交
付
を
受

け
る
被
現
物
出
資
法
人
株
式
の

時
価
評
価
額
は
1
6
0
と
な
り

建
物
の
課
税
標
準
は
60
と
な

る
。と

こ
ろ
で
、
現
物
出
資
で
は

な
く
同
様
の
経
済
効
果
を
得
る

た
め
に
事
業
譲
渡
を
選
択
し
た

場
合
、
借
入
金
を
譲
渡
す
る
こ

と
は
出
来
な
い
の
で
債
務
の
引

き
受
け
を
条
件
と
す
る
こ
と
に

な
る
と
考
え
ら
れ
る
が
、
そ
の

場
合
の
債
務
の
引
き
受
け
に
つ

い
て
は
、
国
税
不
服
審
判
所
の

裁
決
で
『
債
務
の
支
払
義
務
の

消
滅
と
い
う
実
質
的
に
金
銭
を

収
受
し
た
の
と
同
様
の
経
済
的

利
益
を
得
た
も
の
で
あ
る
こ
と

か
ら
・
・
・
当
該
債
務
の
引
受

額
が
消
費
税
法
に
お
け
る
資
産

の
譲
渡
の
対
価
の
額
に
相
当
す

る
こ
と
に
な
る
。』（
注
3
）
と

判
断
さ
れ
て
い
る
。
そ
う
す
る

と
事
業
譲
渡
の
対
価
が
1
6
0

と
な
る
こ
と
か
ら
建
物
の
課
税

標
準
は
60
と
な
る
。

5

負
債
（
借
入
金
等
）
を
現
物
出
資
す

る
場
合
に
は
要
注
意

以
上
か
ら
、
土
地
1
0
0
及

び
建
物
60
の
事
業
譲
渡
の
対
価

と
し
て
現
金
預
金
1
6
0
を
収

受
す
る
場
合
で
も
、
対
価
と
し

て
現
金
預
金
1
0
0
及
び
債
務

の
引
受
60
を
取
引
条
件
と
し
た

場
合
で
あ
っ
て
も
課
税
資
産
で

あ
る
建
物
の
課
税
標
準
は
60
と

な
る
が
、
現
物
出
資
の
手
法
に

よ
り
現
物
出
資
の
対
象
に
借
入

金
60
を
含
め
た
場
合
に
は
質
疑

応
答
事
例
の
よ
う
に
課
税
標
準

が
37
・
5
に
な
る
。

し
た
が
っ
て
、
分
社
型
分
割

と
現
物
出
資
と
事
業
譲
渡
の
い

ず
れ
か
の
取
引
手
法
を
検
討
し

て
い
る
よ
う
な
場
合
で
、
移
転

資
産
等
に
負
債
も
含
ま
れ
て
い

る
の
で
あ
れ
ば
、
法
人
税
の
所

得
金
額
の
計
算
が
ど
の
よ
う
に

な
る
の
か
だ
け
で
な
く
、
消
費

税
の
課
税
標
準
の
計
算
に
つ
い

て
も
事
前
に
そ
の
影
響
額
を
検

討
し
て
お
く
べ
き
で
あ
る
。

（
注
1
）「
現
物
出
資
の
場
合
の
課

税
標
準
」（
国
税
庁
：
質
疑

応
答
事
例
：
消
費
税
）

（
注
2
）
田
代
和
之
「
租
税
研
究

2
0
1
3
年
7
月
号
」
78
頁

（
日
本
租
税
研
究
協
会
）

（
注
3
）「
平
成
20
・
12
・
15
裁
決

事
例
集
№
76
」
4
7
5
頁

（
国
税
不
服
審
判
所
）

現
物
出
資
を
し
た
場
合
の
消
費
税
等
の

課
税
標
準
の
計
算
に
は
注
意
が
必
要

石田 昌朗
【芝】

株式 100 建物 60
土地 100借入金 60

現金預金 3．75 仮受消費税等 3．75

株式 160
建物 60
土地 100

現金預金 6 仮受消費税等 6

現金預金 100
借入金（債務引受け）60

建物 60
土地 100

現金預金 6 仮受消費税等 6

【借入金を現物出資しなかった場合の現物出資
法人の税務処理】（簿価＝時価としている）

※ 建物60＋土地100が現物出資の対象で、対価は
株式の時価評価額160

【事業譲渡の譲渡法人の税務処理】
（簿価＝時価としている）

※ 建物60＋土地100の一括譲渡で、対価は現金預
金100＋債務引受け60の合計160

【現物出資法人の税務処理】
（簿価＝時価としている）

※ 建物60＋土地100＋借入金△60が現物出資の対
象で、対価は株式の時価評価額100
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